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平成 23 年 5 月 24 日発表の「内定状況調査」では「大学卒業者の就職率は 91.1%（前年同
期比 0.7 ポイントの減。過去最低平成 12 年 3 月と同率）」（後に東日本大震災の被災地の数字
を含めて 91.0%に修正）とされたが、この調査を受けて、例えば、日本経済新聞は「大卒就







































この調査は厚生労働省と文部科学省の合同で毎年 4 回行われる。10 月 1 日、12 月 1 日、2
月 1 日、4 月 1 日時点で調査され、報道機関への発表はその翌月の中旬あたりに行われてい
る。例えば 2 月 1 日の調査結果は 3 月 15 日に発表される。発表は二つの省から別々に行われ
ており、発表数字は同じであるが、調査内容についての文章は別々に作成され、各省のホー
ムページに発表されている 3)。 
昨年 22 年度の発表数字を表にまとめると以下のようになる（表１）。 
 




前年比 大学卒業予定者 就職希望者 就職者数 
平成22年10月 1日 57.6% －4.9% 55 万 4 千人 41 万人 23 万 6 千人 
平成22年12月 1日 68.8% －4.3% 55 万 5 千人 40 万 5 千人 27 万 9 千人 
平成23年 2月 1日 77.4% －2.6% 55 万 5 千人 39 万 7 千人 30 万 7 千人 
平成23年 4月 1日 91.1% －0.7% 55 万 5 千人 37 万人 33 万 7 千人 
（備考）平成 22 年度「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」（厚生労働省・文部科学省）報道発表





どを考慮して抽出した 112 校、6250 人。 
140  嘉悦大学研究論集 第54巻第2号通巻100号 平成24年3月 
・ 内訳: 国立大学 21 校、公立大学 3 校、私立大学 38 校、短期大学 20 校、高等専門学校 10
校、専修学校 20 校。 
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の限りでは分析は可能である。 
厚生労働省のホームページによれば、設置者別の調査対象機関数は以下のとおりである。 
国立大学    21 校 
公立大学      3 校 
私立大学    38 校 
短期大学    20 校 
高等専門学校  10 校 
専修学校    20 校 









文部科学省発表の平成 22 年度「内定状況調査」（12 月 1 日現在）によれば、 
全体  68.8%（昨年同期比-4.3） 
国公立大学  76.7%（-4.0） 































前出の表１にあるように 10 月 1 日に 41 万人いた希望者が少しずつ減っていき、4 月 1 日
には 37 万人にまで減っている。つまり 4 万人が就職を希望しなくなるということである。4
万人とは学生全体の約 1 割にあたる人数で、少なくない人数である。ここに大いに疑問を感




















































10 月 1 日には「就職希望者」が 41 万人いたにもかかわらず、次第に減っていき 4 月 1 日の






















⑴ 調査期日 平成 23 年 5 月 1 日現在 
⑵ 調査対象 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、
短期大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校並びに市町村教育委員会 
⑶ 調査項目 学校数、在学者数、卒業者数、就職者数、進学者数等 
 8 月に速報が発表され、正式な発表は 12 月に行われる。本稿では 8 月 4 日に発表された速
報を使用する。 
 
3.2 「学校基本調査」にみられる「就職率」とその特徴  
「学校基本調査」の「大学(学部)卒業者 全体表」から平成 22 年度の卒業生の進路を抜粋
すると表 2 のようになる。 
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表 2 平成 22年度の大学卒業者生の進路 















( 2.5 %) 
 
つまり、全体の卒業者に対する就職率は 61.6%ということになる。 
計算式は   就職率 = 就職者÷大学学部卒業者  













































4.1 「埼玉労働局 就職率調査」の概要 
各都道府県の労働局は毎月、ハローワークを通じて失業率や求人倍率を調査・発表してい
る。その中で、大学生の就職率を調査している。 
 例えば埼玉労働局では、平成 23 年 6 月 31 日に 4 月 1 日現在の県下の大学 39 校中 35 校の
状況をまとめ、発表した（以下、「労働局調査」と略称 5））。 
 ここには 2 種類の数字が発表されている。 
 大学生全体に対する就職率 62% 
  就職希望者に対する就職率 82.1% 
 
表 3 埼玉県下の大学の就職率（埼玉労働局調べ） 
卒業者 就職希望者 内定取得者 内定取得せず 就職を希望せず 
2 万 806 人 1 万 5721 人
(75.6%) 


















































平成22年10月1日    42.5% 
平成22年12月1日    50.2% 
平成23年 2月1日    55.3% 
平成23年 4月1日    60.7% 






















       イ. 大学院進学予定者 















表 4 過去 5年間の「内定状況調査」の新・内定率表 
 
10 月 1 日内定者 12 月 1 日内定者 2 月 1 日内定者 4 月 1 日内定者 
  内定率イ 内定率ロ 内定率イ 内定率ロ 内定率イ 内定率ロ 内定率イ 内定率ロ 
平成 18 年
2006 年 
50.60% 57.80% 58.40% 66.80% 66.20% 75.70% 67.10% 76.80% 
平成 19 年
2007 年 
53.30% 70.30% 61.50% 70.30% 65.40% 74.30% 69.00% 78.80% 
平成 20 年
2008 年 
54.00% 61.80% 60.70% 69.30% 64.30% 73.50% 67.60% 77.30% 
平成 21 年
2009 年 
47.90% 55.00% 53.90% 62.00% 57.90% 66.50% 61.40% 70.60% 
平成 22 年
2010 年 
42.50% 48.80% 50.20% 57.60% 55.30% 63.40% 60.70% 69.60% 
（備考）内定率イ= 内定者÷卒業予定者 
内定率ロ= 内定者÷就職予定者 







5.3 都道府県「労働局 就職率調査」についての提案 
都道府県単位の就職率調査はよりきめ細かい施策のために有効な調査である。しかし、現
在は全国平均との比較ができにくい状況である。 




















1) この調査は、毎年 10 月 1 日現在、12 月 1 日現在、2 月 1 日現在、4 月 1 日現在の調査結果が公表





2) 『日本経済新聞』2011 年 5 月 25 日版を参照。 
3) 厚生労働省ホームページ若年者雇用対策関係 報道発表資料一覧 
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/jakunensha-houdou.html#lst02 を参照。 









〔online〕http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/ あるいは http://www.mext.go.jp/b-menu/houdou/ 
[2] 文部科学省「学校基本調査」平成 23 年度（速報）結果の概要」、 
〔online〕http://www.mext.go.jp/b-menu/toukei/chousa01/kihon/kekka/k-detail/1309148.htm 
[3] 厚生労働省埼玉労働局「平成 22 年度 埼玉県内大学等新卒者の就職内定状況調査」（平成 23 年 4
月 1 日現在）について」、 
〔online〕http://saitama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/news-topics/houdou/2011/press2011531145917.html 
 
（平成 23 年 10 月 24 日受付、平成 23 年 12 月 12 日再受付） 
